
類型１～９を準用
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同一世帯の就学前の児童の人数が多い世帯

基準点が高い世帯

保育料算定の基準となる年度の市町村民税非課税世帯

保育料算定の基準となる年度の市町村民税所得割額が低い世帯

備考　上記の基準で優先順位を決定できない場合は、世帯の状況（ひとり親世帯、障がい者世帯である等）により決定する。

保育の優先利用基準(見直し案）

　一の保育所等に受入可能児童数を超える保護者からの利用希望があったときは、当該保育所等を利用する児童を決定するための選考を実施する。選考方法は、下記
の表により算定した基準点と調整点の合計点の高い世帯の児童から順に決定するものとし、合計点が同じ場合は同点時の優先順位表に基づき決定する。

基準点表

類型 保育を必要とする事由 基準点

月64時間以上の就労を常態としている場合 60

月48時間以上の就労を常態としている場合 50

２　妊娠・出産
妊娠中であるか又は出産後間がない場合(出産予定日の属する月の２か月前の初日から「出産日から起算して８週間を
経過する日の翌日が属する月の末日」までの期間)

60

月160時間以上の就労を常態としている場合 100

月140時間以上の就労を常態としている場合 90

月128時間以上の就労を常態としている場合 80

月96時間以上の就労を常態としている場合 70
１　就労

「身体障害者手帳１、２級所持」､「聴覚障害者１～３級所持」､「精神障害者保健福祉手帳所持」､「療育手帳Ａ所
持」､「介護保険の要介護度が３～５」のいずれかに該当する場合

100

「身体障害者手帳３級所持」、「聴覚障害者４級所持」、「療育手帳Ｂ所持」、「介護保険の要介護度が１、２」のい
ずれかに該当する場合

60

「身体障害者手帳４～６級所持」、「介護保険の要介護度が要支援」のいずれかに該当する場合 30

３ 疾病・負傷
   障がい

疾
病
・
負
傷

１か月以上入院する場合又は常時臥床の場合 100

居宅内療養
（１か月以上）

安静を要すると診断された場合又は日常生活動作に支障をきたしている場合 80

上記以外で通院加療が必要な場合 30

障
が
い

６ 求職活動中 求職活動（起業の準備を含む。）を継続的に行っている場合 5

７ 就学等 学校、専修学校、各種学校その他これらに準ずる教育施設に在学している場合又は職業訓練等を受けている場合 就学等に要する日数及び時間を基
に、類型１を準用

４ 介護・看護 同居の親族（長期入院等の親族を含む。）を常時介護又は看護している場合 介護・看護に要する日数及び時間
を基に、類型１を準用

５ 災害復旧
震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっている場合（自宅の罹災にかかるもの）  500 （※）

震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっている場合（上記以外） 災害復旧に要する日数及び時間を
基に、類型１を準用

10 その他 類型１～９に該当するもののほか、これらに類するものとして市が認める事由に該当する場合

備考

１　世帯内の保護者全員の基準点を合算したもの（児童を養育する保護者が１人のみの世帯については、当該保護者の基準点に100点を加算したもの）を世帯の基準
　点とする。ただし、類型５（自宅の罹災にかかるものに限る。）及び８に該当する世帯については、（※）の基準点を世帯の基準点とする。

２　就労時間については、原則として拘束時間（休憩を含む労働時間）とする。

３　利用開始希望月からの就労が確定又は内定している場合は、類型１を準用する。

８ 虐待・ＤＶ
児童虐待を行っている場合若しくは再び行われるおそれがあると認められる場合又は配偶者からの暴力により子どもの
保育を行うことが困難であると認められる場合

 500 （※）

９ 育児休業中の転園 育児休業取得中に、既に保育を利用している子どもが転園する場合 20

ａ ひとり親世帯等 児童を養育する保護者が１人のみの場合 10

ｂ 単身赴任家庭 保護者のどちらかが単身赴任等で同居しない場合 5

４　障がい児の保育の利用については、この基準に定めるもののほか、「釧路市障がい児保育事業実施要綱」によるものとする。

５　地域型保育事業施設の卒園児が連携施設の利用を希望する場合、連携施設が設定する枠の範囲内で優先的に利用調整を行う。

調整点表

類　  型 世帯の状況 調整点

ｅ 親の就労支援 産後休暇または育児休業から復職する場合 5

ｆ 転園 転居又は勤務先の変更等に伴い、現在通っている保育所等への通所に支障をきたすと認められる場合 5

ｃ 兄弟姉妹入所

兄弟姉妹が在籍している保育所等の利用を希望する場合 100

兄弟姉妹が同時に保育の利用を開始する場合又は兄弟姉妹が同じ保育所等の利用を希望する場合（上記に該当する場合
を除く。）

5

ｄ 療育児童 児童の療育上、特に配慮が必要であると客観的に認められる場合 10

ｉ 地域型保育 地域型保育事業施設の卒園児が引き続き保育を利用しようとする場合 50

ｊ 多子世帯 児童が第３子以降である場合 5

ｇ 生活保護世帯 生活保護世帯で、保育の実施により自立が見込まれる場合 5

ｈ 生計中心者の失業 生計中心者の失業により、就労の必要性が高い場合 5

優先順位 世帯の状況

同点時の優先順位表

ｋ 幼児教育・保育等
　 業務従事者

児童の保護者が次のいずれかに該当する場合
 ・市内の認可保育所、認定こども園、地域型保育事業施設又は幼稚園において保育士等として就労するとき
 ・市内の地域子育て支援拠点センターにおいて保育士として就労するとき
 ・市内において放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の放課後児童支援員として就労するとき

10

備考

１　同時に複数の類型に該当する場合は、該当する類型の全ての調整点の合計点を世帯の調整点とする。

２　同一世帯からの保育の利用希望児童が２人以上あった場合は、各児童の調整点のうち最も高いものを世帯の調整点とする。

※ 網掛け部分が今回の見直しにより変更となっている部分です。 （別 添）


